
ぜなぜ生活時間調査を利用したか

　全体社会レベルの生活時間調査としては，

番組編成のための資料収集を目的とする

NHKの「国民生活時間調査」や，国民の生

活の質の把握を目的とする総務省統計局の

「社会生活基本調査」がある。ヨーロッパで

は，EU統計局が中心となって調査が行われ

ている。研究者が研究目的に沿って実施する

生活時間調査は，労働科学，経済学，家政学，

社会学，社会心理学，地理学等の分野と接合

して展開してきた。国際比較研究も行われて

きている。

　生活時間研究は理論や体系的議論よりも，

特定の研究テーマがあってそれを補足しつつ

分析を深めるという有用性が指摘されてきた。

生活行動の時間量は，行動規範を暗示すると

考えることができ，カテゴリー別比較を行う

ことにより実態分析ができる。生活行動の行

動者比率は，ある時間帯に特定の行動を行っ

ている人の割合であるが，特定の集団に焦点

をあてた分析ができる。時間量も行動者比率

も時系列比較を行うことにより社会変化の把

握が可能となる。

　私の研究では，生活行動の時間量の属性別

比較を時系列で行った。1950 年代以降いわ

ゆる農業近代化のもとにあった家族農業経営

における労働の構成と意識について，持続の

可能性と変化の実態を把握することを目的と

したからである。

ぜ長期時系列農村家族生活時間データの
編成

　長期時系列農村家族生活時間データは，5

つのデータファイルで構成されている。岡山

県の近郊農村における 3時点（1957 年，87 年，

2007 年）の生活時間記帳調査と，山形県の中

山間農村における 2時点（1990 年，2007 年）

の生活時間記帳調査である。

　2007～09 年の科学研究費補助金を得て実

施した作業は 2つである。第一は，07 年に

岡山の近郊農村と山形の中山間農村において

生活時間記帳調査を実施したことである。第

二はこの 2つの調査のデータと，過去に科学
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研究費等を得て，データファイルが完成して

いた，岡山の同一村における 1987 年のデー

タ，山形の同一村における 90 年のデータお

よび岡山の同一村における 57 年のデータを

用いて，1950 年代から 50 余年間の時系列比

較を行ったことである。

　なお，岡山の近郊農村における 1957 年の

データのための生活時間記帳調査は私が実施

したのではない。このデータは，アジア財団

が資金を提供し農業機械化を助成しその影響

を研究するというプロジェクト（岡田・神谷

編，1960）の一環として行われた労働記帳調

査の原票をお借りすることにより得た。

ぜ調査地としての岡山と山形

　生活時間記帳調査を実施する調査地として

岡山の近郊農村の集落を選定したのは，1957

年のデータをお借りすることができたからで

ある。関連の研究文献があり，集落における

生業や社会構造についての知見に接すること

ができたことも条件として重要であった。こ

れに 30 年後・50 年後のデータを加えて時系

列比較を行うことによって，農業の急速な機

械化・化学化が進んだ中での持続と変化を把

握することが可能になった。山形の中山間農

村の集落においても生活時間記帳調査を実施

したのは，岡山との比較の必要を考えたから

である。同じ水田農村でも経営規模が岡山よ

り大きく，しかし，非農業の就労市場が岡山

ほどには展開していない地域でも調査を行う

ことにより，社会変化の位相の相違を確認す

ることができた。

ぜ調査票（記帳票）は 3時点で異なった

　生活時間記帳調査における調査票の設計と

記帳の方法は 3時点で異なっている。それぞ

れの時点での家族労働のあり方，価値意識に

対応した結果である。

　1957 年労働記帳調査の記帳票は日記形式

で，1日 1枚に家族全員の生活行動を 10 分

ないしは 15 分刻みで記帳できるように欄が

設けられていた。毎日，それぞれの世帯の世

帯主が家族全員の生活行動を具体的に記帳し

た。上記プロジェクトの駐在調査員が定期的

に訪問して記帳についての相談と確認にあた

った。

　1987 年と 90 年の生活時間記帳調査では，

個人単位の日記形式の記帳票とした。事前調

査で，30 年前の方法は価値意識の点からも

集落外での就労が多くなった実際の生活から

も不可能と教えられたからである。1日の生

活行動を 10 分単位で具体的に記入できる記

帳票を設計し，これを 1週間分ずつ綴じた。

記帳依頼予定の前の週のうちに 1週間分ずつ

綴じた記帳票を各戸に人数分配布し，記帳が

終了した次の週に各戸をまわって回収した。

記帳に関する疑問は随時電話でいただくよう

にした。

　2007 年の生活時間記帳調査における記帳

票の設計と記帳依頼・回収の方法は 20 年前

の調査と同じである。ただ，生活行動の記帳

方法を変更し，プリコーディング方式とした。

生活行動分類一覧表を記帳協力者に渡し，記

帳協力者自身で生活行動がどの番号にあたる

か判断してその番号を 10 分刻みの欄に記入

してもらうこととした。プリコーディング方

式を採用した目的の 1つは，記帳の煩雑さを

避けることにあった。しかし，記帳協力者か

らは，生活行動に対応する番号を生活行動分

類一覧表から探すのは慣れないとかえって面

倒だというコメントも出た。

ぜ記帳期間の工夫

　1957 年データは，2年間の記帳があるうち
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1 年分をお借りしたので記帳期間は通年であ

る。しかし，そのあとの 4つの調査では，記

帳を依頼したのは 4週間である。通年の記帳

をお願いして調査を運営するだけの人力も資

金もなかった。そこで，農繁期として 1週間

ずつ 2回，農繁期以外として 1週間ずつ 2回，

の計 4週間の記帳となった。農繁期は田植え

作業が行われる日々を含む 1週間と，収穫作

業が行われる日々を含む 1週間とした。おお

よその作業カレンダーは農協などから提供さ

れているが，実際は，その年の天候などの影

響を受けるので，集落の方々と相談して直前

に決めることになった。農繁期以外としては，

2月と 8月（お盆の期間を除く）を設定した。

このような記帳期間の設定により，労働時間

量の季節的サイクルを把握することができた。

年間の総労働時間量は，聞き取った農作業ス

ケジュールを参考にして，加重値を算定した。

ぜ記帳の協力をどのように依頼したか

　岡山の集落においては，1957 年データに

関しては記帳協力戸 8戸，10 歳以上の記帳

対象者 34 人であった。87 年の記帳協力戸 14

戸のうち 6戸は 1957 年にも協力されていた。

10 歳以上の記帳協力者は 57 人であった。

2007 年の記帳協力戸 12 戸はすべて 1987 年

にも協力されており，そのうち 4戸は 57 年

から続けての協力であった。07 年の 10 歳以

上の記帳協力者は 38 人。ただ，いずれの時

点でも集落全戸から協力をいただいたのでは

ない。山形の集落においては，90 年の記帳

協力戸は 16 戸，その全戸が 07 年にも協力さ

れた。10 歳以上の記帳協力者は，90 年 79 人，

07 年 59 人である。山形の集落では，寺院の

世帯を除いて，集落全戸から協力をいただい

た。

　記帳協力を承知していただくのは，1987

年の岡山調査を除いては，容易とはいえなか

った。87 年の岡山調査では，前記の 57 年の

労働記帳調査の駐在員を勤めた研究者の方に

紹介と口添えをいただいたことと，子ども時

代ないしは若い時に体験した労働記帳調査を

なつかしく思い出す方々がいたことがさいわ

いした。しかし，2007 年には，記帳の煩雑

さを理由に躊躇され，やや強引にお願いする

こととなった。一方，山形の 1990 年調査で

は，生活時間記帳調査の体験がない方々に，

目的を説明し承知していただくのには数カ月

かかった。稲作生産組織などの調査でこの地

域に通ったなかで知り合った農協職員の方に

生活時間記帳調査の有用性をアピールし，集

落の生産組合の月例集会に紹介していただい

た。1月の集会で，挨拶・説明・お願いをし，

翌日，各戸に挨拶に回った。07 年にも，夏

に集落の区長に相談し，翌年の 1月に集会で

挨拶をさせていただいた。なお，記帳協力戸

には毎年年賀状を出している。

ぜ電算機集計の準備

　電算機を用いての集計のための準備作業は，

アフターコーディング方式においては，まず

1人 1日 1枚のデータシートを作成した。す

なわち，10 分ないしは 15 分きざみで記帳さ

れている具体的な生活行動の記述を，生活行

動分類表に基づいて分類し，データシートに

記入した。その後の入力は業者に委託した。

データシートの作成には多くの時間を必要と

した。学部学生に作業補助を依頼し，作業補

助者の統括をポストドクトラルの院生に依頼

した。1957 年データの再集計，87 年データ

および 90 年データのための生活行動分類表

は上記労働記帳調査において用いられた分類

を活かしつつ，「社会生活基本調査」におけ

る分類を基本として作成した。
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表 1　岡山の事例集落における年齢別・性別 1日あたり労働時間量(時間)とその構成(％)

1957 年

20 代 30 代 40 代 50 代 60 代

男　性 生産労働％ 農作業 41χ1 83χ5 72χ3 Ё 89χ9
農作業以外 53χ3 5χ9 22χ8 Ё 1χ3

再生産労働％ 5χ6 10χ6 5 Ё 8χ9
合計％ 100 100 100 Ё 100
労働時間量 10χ7 8χ5 10χ1 Ё 7χ9

女　性 生産労働％ 農作業 38χ1 52χ7 58χ5 42χ4 33χ7
農作業以外 3χ5 1χ8 0 0 0

再生産労働％ 58χ4 45χ5 41χ5 57χ6 66χ3
合計％ 100 100 100 100 100
労働時間量 11χ3 11 11χ8 9χ9 10χ1

1987 年

20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代

男　性 生産労働％ 農作業 1χ9 12χ9 17χ4 9χ9 59χ8 92χ1
農作業以外 97χ2 83χ9 76χ1 84χ6 32χ2 0

再生産労働％ 0χ9 3χ2 6χ5 5χ5 8 7χ9
合計％ 100 100 100 100 100 100
労働時間量 10χ8 9χ3 9χ2 9χ1 8χ7 7χ6

女　性 生産労働％ 農作業 0 15χ7 28χ8 35χ7 50χ5 30χ5
農作業以外 73χ6 33χ3 9χ6 0 27χ1 14χ7

再生産労働％ 26χ4 51 61χ5 64χ3 22χ4 54χ7
合計％ 100 100 100 100 100 100
労働時間量 8χ7 10χ2 10χ4 11χ5 10χ7 9χ5

2007 年

20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代

男　性 生産労働％ 農作業 0 0 7χ4 38χ7 62χ5 92χ7 58χ1
農作業以外 98 97χ1 92χ6 54χ7 29χ7 0 0

再生産労働％ 2 2χ9 0 6χ7 7χ8 7χ3 41χ9
合計％ 100 100 100 100 100 100 100
労働時間量 10χ2 10χ3 10χ8 7χ5 6χ4 4χ1 3χ1

女　性 生産労働％ 農作業 0 0 0 11 29χ1 29χ8 0
農作業以外 94χ7 89χ2 84χ9 32χ9 27χ2 0 0

再生産労働％ 5χ3 10χ8 15χ1 56χ1 43χ7 70χ2 0
合計％ 100 100 100 100 100 100 0
労働時間量 9χ5 9χ3 10χ6 8χ2 10χ3 5χ7 0

　プリコーディング方式をとった 2007 年調

査においては，私の所属大学の大学院生に作

業補助を依頼し，記帳された生活行動のコー

ドをエクセルで入力して初期ファイルを作成

した。アフターコーディング方式と比較する

と，初期ファイル作成に要した時間は短い。

次に初期ファイルを SASデータベースに変

換した。SASデータベースへの変換には情

報処理の専門家のご指導を仰いだ。なお，07

年の調査においては生活行動分類表を修正し

た。修正点は 3つある。栽培作目が稲に収斂

する傾向に鑑みて農作業関連の下位分類を削

除したこと，農業以外の就労先への移動距離

が長くなる傾向があるため「社会生活基本調

査」にならって通勤・通学のための移動とそ

の他の移動を別のコードとしたこと，そして，

高齢の家族成員が増加しているため介護・看

護をコードとして新しく加えたことである。
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ぜ長期時系列分析からの知見

　長期時系列分析は，家族農業経営における

労働に関する「性別分業の持続」「年齢別分

業の持続」という 2つの仮説，意識に関する

「循環的時間概念による行動の規定の持続」

という仮説のあわせて 3つの仮説が 50 年間

の比較で立証されるかを検討するという枠組

みで行った。この 3つの仮説は，農業機械化

初期の 1957 年データと中型機械の普及をみ

た 87/90 年データを比較して得たものである

（熊谷，1998）。具体的な作業としては，性

別・年齢別に年間の家族労働時間量と家族労

働時間量の季節変化を集計し，岡山の 3時点，

山形の 2時点において比較分析した。データ

の集計処理は，各回とも，情報処理の専門家

のご指導を得て行った。

　表 1は，岡山の集落において年齢別・性別

の労働時間量（1957 年以外は加重値）と労働時

間の構成を 3時点で比較したものである。男

性は家事などの再生産労働は担わず，女性は

生産労働に加えて再生産労働を担うという性

別分業が 50 年間一貫していたことがわかる。

年齢別分業に関しては，高齢層の成員の生産

労働のなかで自家の農作業の占める割合が大

きく，一方で，若年層の成員の農作業からの

離脱がみられる。また，生産労働の構成が変

化し，自家の農作業以外の労働の比重が大き

くなったことは，循環的時間概念の規定力の

変容を示唆するといえよう。比較分析の総合

的報告は別稿（熊谷，2011a,2011b,2011c）で

行っているが，今後も分析を続けなければと

思っている。

≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡文献
熊谷苑子，1998,『現代日本農村家族の生活時間ИЙ

経済成長と家族農業経営の危機』学文社。

И∂∂Й，2011a，「水田稲作における労働と意識ИЙ
生活時間長期時系列データをとおして」『淑徳大学

総合福祉学部研究紀要』45: 157┡76。

И∂∂Й，2011b,「研究ノート　社会調査としての
生活時間記帳調査」『淑徳大学大学院総合福祉研究

科研究紀要』18: 31┡42。

И∂∂Й，2011c,「水田稲作における家族労働ИЙ生
活時間データによる把握」『村落社会研究ジャーナ

ル』17 ⑵: 1┡5。

岡田謙・神谷慶治編，1960，『日本農業機械化の分析

ИЙ岡山県高松町新池部落における一実験』創文社。
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1 大学の拡大と社会的有用性

　世界の高等教育はいま大衆化・ユニバーサ

ル化の過程を辿り，社会的な有用性に対する

疑義に晒され，説明責任をいっそう強く要請

されている。またグローバル化と知識経済の

進展する中での高等教育人材への期待の変化

についても考慮が求められている。

　こうした環境のもとで，卒業生調査を通し

て高等教育の社会的な有用性を見直し教育改

善へ結びつける実践的なまた学術的な取組み

が行われている。とりわけ「欧州高等教育

圏」構想
・1
は欧州研究者の国際共同研究を刺激

している。私は，欧州の卒業生調査研究グル

ープとの共同研究に関わってきたが，本稿で

は，それに対応した科学研究費補助金「企

業・卒業生による大学教育の点検・評価に関

する日欧比較研究（2005┡08 年度）」の成果を

紹介するとともに，そこで直面した国際比較

調査の方法論上の課題について考察する。

2 調査研究プロジェクトの概要

　この科研は，高等教育の成果の点検・評価

という教育の質保証にかかる実践的な関心と，

大学教育と職業キャリア形成への効用につい

ての学術的な関心とをもとに組織され，欧州

9カ国の共同研究，The Flexible Profession-

al in the Knowledge Society New Demands

on Higher Education in Europe
・2
（略称RE

FLEX調査，2004┡08 年）に，準メンバーとし

て参加した。参加国は，16 カ国（オーストリ

ア，ベルギー，チェコ，エストニア，フィンラン

ド，フランス，ドイツ，イタリア，日本，オラン

ダ，ノルウェー，ポルトガル，スペイン，スウェ

ーデン，スイス，イギリス），卒業生調査の実

施は 2005 年から 07 年まで，調査対象は国際

教育標準分類（ISCED）レベル 5Aの課程の

00 年（一部は 01 年）修了者であり，Web 調

査（一部で郵送法調査）が用いられた。本稿で

利用する有効回答総数は 15 カ国 3万 9,229

名である
・3
。
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　そのうち日本側では，2001 年 3 月の大学

学士取得者・修士取得者を母集団として 06

年 3 月から 07 年 3 月まで調査を実施した。

サンプリングには，大学学部・大学院の割り

当て抽出を行い，高等教育機関側の同意・協

力を得て卒業生にコンタクトした。有効回答

票は，全国 60 大学 82 学部・研究科修了の

2,501 名（うち学士 2,279，修士 222，有効回収

率 18.1％）である。

3 国際比較調査の方法論の開発・調整

　この調査設計は，多様な専門分野の研究メ

ンバーによって比較的迅速に進められた。そ

れは，メンバーの多くが，1998 年から 2000

年にかけて，Ulrich Teichler 教授（ドイツ

Kassel 大学）をコーディネーターとする世界

初の多数国共同の卒業生調査（通称CHEERS

調査）を経験していたためでもあろう。しか

し，2度目だからといって調査設計が容易だ

ったわけではなく，むしろ，国際比較の方法

論問題をより深刻に考えさせられる幾多の経

験があった。

　CHEERS 調査は，各国で類似テーマを別

個に追究してきたメンバーが一堂に会して，

EU統合にかかる共通の学術的・政策的課題

に取り組むという決意表明の「乾杯」であっ

た。各国の経験をもとに「帰納」的に調査を

設計し，1995 年の最初の調査企画から，最

終的な報告 Schomburg and Teichler（2006）

の刊行まで 10 年以上を費やした（日本側報告

書は，吉本編，2001）。

　研究枠組みから個々の調査技法まで多くの

議論があり，最終的にマスター調査票が作成

され，それを各国語に翻訳し，固有の文脈に

応じた調査項目を加除し，訳語の第三者チェ

ックを経て各国版ができあがった。研究プロ

ジェクトの基本コンセプトである「仕事で要

求され，かつ大学教育で育成すべき

職業能力
コンピテンシー

」については，とりわけ活発な議論

が行われた。それぞれがもつ自らの調査経験

による思い入れで会議の議論は熱くなるのが

常だったが，最終的には項目が増え 36 項目

で落着した。この増分主義での妥協に象徴さ

れるように，CHEERS 調査は，各国の文脈

を可能なかぎり拾い上げるアプローチであっ

た。

　それに対して，REFLEX調査は，「柔軟性

をもつ専門職人材」という調査の基本的な研

究枠組みを略称としており，統一的な基本枠

組みを各国で「演繹」的に自国調査に適用・

調整するという側面が強くなった。共通課題

に焦点を絞った総合分析まで迅速に完成して

いるが，サンプリングなどでの個別の文脈の

尊重という点で多くの課題も残した。

4 サンプリングにおける各国の制度的
文脈と実践性をめぐる考慮

　国際比較調査における調査サンプル抽出は，

高等教育のように制度的な文脈の固有性の大

きい対象ではとりわけ重要な調整課題となる。

そもそも「欧州高等教育圏」という政策目標

の設定も，現実の多様性のゆえであり，象徴

的な目標が「学士・修士」の二段階型構造の

提唱であった。

　ところが，この卒業生調査プロジェクトの

場合には，二段階型構造をもつ英国や日本な

どがサンプリングに苦慮することになった。

というのも，「特定時点（調査の 5年前）で労

働市場に参入する高等教育修了者」が調査対

象母集団であり，その時点での上級段階進学

者はそのサンプルから除外されるべき対象と

なり，適切な調査項目も用意されなかった。

そのためそうした上級段階進学層の多い機関
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への実践的観点での協力依頼がしにくい仕組

みになっていた。

　また，多数の高等教育機関・プログラムを

有する国では，学術性にこだわればこだわる

ほど，各機関の点検・評価への実践的関心と

の調和が難しくなった。高等教育プログラム

のインパクトを統計的に探るためには，機

関・プログラムレベルでの対象数と多様性の

確保が重要であり，他方で予算制約からサン

プルの量的上限もある。そこで，プログラム

ごとの卒業生数については，多重レベル分析

などを可能とするよう最小サンプル数にとど

め，機関数を増やすという方針が出された。

それは各プログラムの点検・評価のためには

過少サンプルとなり，機関数の少ない国や追

加の予算・サンプルを確保した国を除けば，

実践的目的の追究は制約を受けざるをえなか

った。

　そして，卒業生の氏名・住所等の個人情報

保護の扱い方は国ごとに大きな違いがあった。

北欧諸国は国民番号制度を有しており卒業生

情報のトレースが比較的容易であり，抽出第

1段階である高等教育機関の合意獲得はさほ

ど難しくない。これに対して，ドイツ，英国

など個人情報保護の扱いに厳格な国では高等

教育機関の積極的な協力が不可欠であり，第

1段階で抽出する機関対象数が多ければ多い

ほど研究スタッフの労力が倍加する結果とな

った。

　日本でも，科研開始の 2005 年に個人情報

保護法が施行され，情報利用の目的，卒業生

個人の同意，学内同窓会との関係などの考慮

から，本科研から高等教育機関に対する調査

協力依頼は，以前のCHEERS 調査と比較し

て大きな困難に直面した。その後，07 年の

「人材養成に関する目的の明確化と公表」に

かかる大学設置基準改訂にむけての議論が徐

徐に大きくなり，こちらは追い風となり，結

果的に 2006～07 年までに各機関への追加依

頼を行ってほぼ当初計画に準ずる調査実施に

こぎ着けた。この場合には，機関数を増やす

よりも，機関ごとの卒業生数を確保するとい

う方針修正を行い，学術性よりも実践性への

配慮を重視することになった。

5 日欧の高等教育の制度的文脈

　研究課題の観点から，REFLEX調査の

「柔軟性をもつ専門職人材」という分析軸に

沿って検討をつづけてみよう。欧州において，

一方で職業専門性を大学教育として探究して

きた欧州大陸系諸国の場合，経済のグローバ

ル化などのイノベーションが加速する環境
・4
が

展開すれば，大学卒業生にも専門性の柔軟さ，

拡張可能性に注意を払う必要が生じる。他方

で，学術的な専門教育が主であった英国では，

柔軟な拡張可能性が評価されていたが，就業

のための専門性に関心が寄せられ，職業経験

を通した資質・経験の形成が「エンプロイア

ビリティ」論として盛んに論じられている

（たとえばHillage and Pollard, 1998; Little and

ESECT, 2006 など）。REFLEXプロジェクト

のテーマ設定は，こうした両サイドからのい

わば欧州における収斂モデルを提示している
・5
。

　日本の社会情勢として，「訓練可能性」に

もとづく選抜による大学から職業への移行モ

デルが 1990 年代以後見直され，特に日経連

（1995）の雇用三層化モデルでは企業の「専

門能力活用型」の人材を重視する姿勢が示さ

れた。ただし，それが大学への「即戦力」要

求となり，大学側は「初年次教育」を探すと

いう構図は，青年期のリカレントな学習と働

き方を奨励するという方向性とは異なり，欧

州で想定されている「収斂目標」とは逆の方
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向に進んでいるように思われる。

　ともあれ，学習者と学習モードの対応に関

する吟味のためにKnowles（1970）の「アン

ドラゴジー」論
・6
を参照してみると，成人学習

者には若年学習者よりも「自己概念」「経験」

「学習へのレディネス」「学習への方向付け」

といった学習モードが適しているという仮説

が設定できる。Yoshimoto et al.（2007）は，

CHEERS 調査を用いて検討し，ドイツにお

ける年長学生が「アンドラゴジー」モードで

の大学経験を高く評価しているが，日本と英

国ではその逆の「ペダゴジー」モードが顕著

であり，日本と英国の成人学習者にとって適

切な学習経験となりにくいことを論じた。本

稿では，REFLEXデータをもとに，紙数は

限られているが，学習プログラムごとの学習

者の年齢特性に着目して各国の教育プログラ

ムを比較し，また仮説の探究方向を示唆した

い。

6 卒業者の年齢構成と学習モードの適
切性

　表 1は，各国の卒業時年齢の累積比率であ

る。日本では卒業年に 23 歳以下である者が

7割と最も高い比率であり，ベルギー，英国，

フランス，ポルトガルも同じ年齢層の高等教

育修了者が多数となっている。対極にドイツ

があり，27 歳まで含めて累積比率が 50％を

超えるが，同じような年長卒業生が多い国と

してオーストリア，イタリア，スイス，ノル

ウェー，フィンランドがある。そして両グル

ープの中間に位置するのがスペイン，チェコ，

エストニア，オランダとなっている。

　学習環境として，同一プログラム内にいる

学生の年齢構成に着目し，大学・学部単位で

の集計変数を作成した。表 2（5カ国）では，

24～25 歳を分岐点として，プログラム単位

での年齢構成を検討した。つまり，若年卒業

生，年長卒業生がどのような学習者に囲まれ

て学習しているのかをみると，大学生の学習

表 1　卒業時の年齢（累積比率) (％)

22 歳
まで

23 歳
まで

24 歳
まで

25 歳
まで

26 歳
まで

27 歳
まで

28 歳
まで

29 歳
まで

30 歳
まで

n＝

日　本 20χ1 70χ1 86χ0 93χ7 96χ9 98χ0 98χ6 98χ8 98χ9 2Е313

ベルギー 31χ3 69χ3 86χ0 93χ8 95χ9 97χ1 98χ0 98χ4 99χ0 1Е261

英　国 49χ8 65χ4 72χ5 75χ2 76χ7 78χ0 78χ7 79χ4 80χ3 1Е542

フランス 36χ5 58χ4 75χ4 84χ5 88χ7 90χ8 92χ7 93χ6 94χ4 1Е545

ポルトガル 25χ0 50χ9 66χ9 77χ4 82χ5 86χ4 88χ9 90χ7 92χ0 611

スペイン 22χ5 44χ5 62χ9 76χ5 84χ6 89χ6 92χ7 94χ6 95χ9 3Е666

チェコ 8χ0 30χ5 59χ7 77χ6 85χ5 89χ8 91χ8 93χ1 94χ1 6Е650

エストニア 22χ3 44χ3 59χ1 70χ7 77χ7 83χ8 86χ5 89χ4 91χ2 912

オランダ 18χ0 36χ7 54χ8 68χ6 78χ4 83χ5 87χ3 89χ7 90χ8 3Е164

フィンランド 4χ9 14χ9 30χ2 46χ7 61χ6 70χ3 76χ5 81χ4 84χ0 2Е531

ノルウェー 6χ2 15χ7 28χ3 42χ7 56χ3 67χ0 74χ0 78χ5 82χ3 2Е093

スイス 1χ5 6χ6 17χ3 34χ8 52χ7 65χ8 73χ7 79χ2 82χ8 4Е737

イタリア 1χ9 5χ4 15χ3 32χ6 51χ2 65χ6 75χ6 83χ1 88χ2 2Е963

オーストリア 0χ9 6χ2 16χ5 30χ5 45χ2 58χ3 69χ4 76χ2 81χ2 1Е635

ドイツ 0χ6 4χ3 11χ5 24χ2 40χ2 55χ1 67χ1 75χ3 81χ2 1Е622
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表 2　各プログラムにおける卒業時年齢の構成

各プログラム単位での若年卒業生（24 歳以下での卒業）の比率

0┡10％ 10┡30％ 30┡70％ 70┡90％ 90┡100％ 計 n＝

ドイツ　　　修士　若年 9χ7 70χ8 19χ4 100χ0 72

　　　　　　　　　年長 62χ8 33χ2 4χ0 100χ0 681

　　　　　　学士　若年 7χ0 30χ2 62χ8 100χ0 43

　　　　　　　　　年長 66χ7 21χ1 12χ2 100χ0 270

英　国　　　学士　若年 0χ3 20χ9 35χ1 43χ6 100χ0 621

　　　　　　　　　年長 29χ9 2χ3 44χ9 21χ5 1χ4 100χ0 214

日　本　　　学士　若年 0χ1 0χ2 1χ2 15χ8 82χ7 100χ0 1Е858

　　　　　　　　　年長 12χ7 13χ3 7χ6 35χ4 31χ0 100χ0 158

ベルギー　　修士　若年 8χ9 30χ1 61χ0 100χ0 677

　　　　　　　　　年長 52χ5 28χ0 19χ5 100χ0 118

　　　　　　学士　若年 8χ3 23χ3 68χ4 100χ0 266

　　　　　　　　　年長 35χ1 35χ1 29χ7 100χ0 37

エストニア　修士　若年 16χ1 83χ9 100χ0 31

　　　　　　　　　年長 19χ0 42χ9 38χ1 100χ0 42

　　　　　　学士　若年 0χ2 58χ9 31χ1 9χ8 100χ0 460

　　　　　　　　　年長 8χ1 72χ1 19χ0 0χ8 100χ0 247

　注)　若年卒業生とは卒業年に 24 歳以下の者，年長卒業生とは 25 歳以上の者。

表 3　高等教育における学習モード（プログラムの学習者年齢構成別)

年長中心
（若年 0┡30％)

混　成
（若年 30┡70％)

若年中心
（若年 70┡100％)

n＝1Е123 n＝988 n＝3Е467
平柊　SD 平柊　SD 平柊　SD

学習プログラムの強調点
講　義 3χ91　0χ99 4χ42　0χ81 4χ12　0χ86

グループ学習 2χ84　1χ11 2χ87　1χ09 2χ92　1χ06

研究プロジェクトへの参加 2χ07　1χ14 2χ20　1χ12 2χ33　1χ13

インターンシップ，職場体験実習 2χ93　1χ28 2χ68　1χ43 2χ16　1χ22

経験的・実務的な知識 3χ12　1χ00 3χ28　1χ07 2χ96　1χ11

学問的な理論や概念枠組み 3χ55　1χ02 3χ41　1χ12 3χ53　0χ95

教師が主導的に教えること 3χ25　0χ97 3χ55　0χ97 3χ47　0χ93

プロジェクト型・問題解決型学習 2χ72　1χ10 2χ43　1χ13 2χ47　1χ02

論文やレポートの執筆 3χ67　1χ05 3χ53　1χ10 3χ56　1χ07

口頭でのプレゼンテーション 3χ17　1χ14 2χ99　1χ07 2χ89　1χ09

選択式の客観試験 1χ99　1χ20 2χ22　1χ13 2χ34　1χ01

注) 尺度は 5件評定（5は高評価），太字は t検定 5％水準で統計的有意差があり，高
評価のもの。
対象国：ドイツ・英国・日本・ベルギー・エストニア。

環境は国ごとに異なっている。たとえば，ド

イツの若年学生は，大学・修士レベルでは，

多くが年長者に囲まれた学習（大半が若年者

30％以下）をしているが，専門大学・学士レ

ベルでは若年者と年長者が混在（若年者が 30┡

70％）するプログラムの中で学習している。

英国では，若年者は若年者中心，年長者は年

長者中心のプログラムに分離されて学習して

いるが，エストニアでは若年者も年長者も，

混成型プログラムで学習する傾向が強い。

　このように学習プログラムを学習者の年齢

構成による特徴で分類してみると，それが

「アンドラゴジー」的学習モードЁ「ペダゴ

ジー」的学習モードという分析軸において対
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表 4　大学教育の有用性（プログラムの学習者特性別)

働き始める
うえで

職場での学
習を進めて
いくうえで

現在の仕事
を遂行する
うえで

人格の発達
のうえで

平柊　SD 平柊　SD 平柊　SD 平柊　SD

ドイツ　　　修士：年長中心　若年（57) 3χ21　1χ03 3χ04　1χ07 3χ02　0χ94 3χ70　0χ91

　　　　　　 　　　　　　年長（634) 3χ41　1χ19 3χ35　1χ12 3χ26　1χ15 3χ93　1χ03

　　　　　　学士：年長中心　若年（16) 3χ75　1χ06 3χ63　0χ72 3χ06　1χ06 3χ94　0χ93

　　　　　　 　　　　　　年長（234) 3χ75　1χ03 3χ37　1χ04 3χ33　1χ03 4χ06　0χ88

英　国　　　学士：年長中心　年長（65) 2χ08　1χ36 2χ57　1χ45 2χ45　1χ43 4χ38　0χ88

　　　　　　学士：混成　　　若年（129) 3χ20　1χ30 3χ20　1χ21 2χ97　1χ23 3χ71　1χ01

　　　　　　 　　　　　　年長（92) 2χ86　1χ46 3χ12　1χ37 2χ85　1χ35 4χ05　1χ10

　　　　　　学士：若年中心　若年（478) 3χ32　1χ19 3χ19　1χ19 3χ03　1χ20 3χ84　0χ92

　　　　　　 　　　　　　年長（46) 3χ24　1χ27 2χ87　1χ33 3χ15　1χ26 4χ11　0χ95

日　本　　　学士：混成　　　若者（23) 3χ00　1χ13 3χ43　1χ04 3χ22　1χ00 3χ65　0χ98

　　　　　　 　　　　　　年長（12) 2χ33　1χ50 2χ67　1χ44 2χ67　1χ44 3χ67　0χ89

　　　　　　学士：若者中心　若者（1Е761) 3χ11　1χ15 3χ26　1χ11 3χ11　1χ18 3χ43　1χ04

　　　　　　 　　　　　　年長（101) 3χ05　1χ37 3χ26　1χ33 3χ19　1χ34 3χ49　1χ22

ベルギー　　修士：混成　　　若年（60) 3χ82　0χ89 4χ13　0χ75 3χ75　0χ97 3χ70　0χ91

　　　　　　 　　　　　　年長（62) 3χ73　0χ98 3χ92　0χ82 3χ71　1χ00 3χ85　0χ85

　　　　　　修士：若年中心　若年（604) 3χ47　1χ09 3χ84　0χ89 3χ43　1χ09 4χ00　0χ83

　　　　　　 　　　　　　年長（55) 3χ56　1χ07 3χ93　1χ00 3χ47　1χ03 4χ13　0χ79

エストニア　学士：混成　　　若年（258) 3χ52　1χ09 3χ70　1χ01 3χ42　1χ07 3χ89　0χ87

　　　　　　 　　　　　　年長（178) 3χ40　1χ11 3χ73　1χ01 3χ48　1χ16 4χ09　0χ85

　　　　　　学士：若者中心　若年（184) 3χ73　1χ12 3χ75　0χ94 3χ54　1χ02 3χ86　0χ89

　　　　　　 　　　　　　年長（49) 3χ76　1χ09 3χ67　0χ85 3χ51　1χ10 4χ16　0χ77

注 1) 尺度は 5件評定（5＝高評価）。
注 2) 強調は同一タイプのプログラム内での若年Ж年長間で χ2 ポイント以上の差異があり高評価

のもの。

応関係があることが表 3（5カ国）から読みと

ることができる。年長者中心のプログラムで

は「経験的知識」「プロジェクト」「論文」

「プレゼンテーション」など年長者に対応し

た学習モードとしての「アンドラゴジー」の

特色をもち，一方で若年者中心のプログラム

では「講義」「グループ学習」「教師の主導

性」「選択式」という若年層対象の方法論

（「アンドラゴジー」との対比でいう「ペダゴジ

ー」）が強調されていることが読みとれるの

である。

　最後に，表 4を見るとプログラムの特性と

効用を評価している卒業生のタイプとが対応

していることがわかる。「働き始めるうえで」

「職場での学習を進めていくうえで」「現在の

仕事を遂行するうえで」大学教育が有用だっ

たかどうかという評価において，差異の見ら

れた国/プログラムにおいてはいずれも，年

長中心のプログラムにおいて年長者が大学教

育の効用をより高く評価し，若年中心のプロ

グラムでは若年者の評価が高いことが明らか

になった
・7
。

7 ま と め

　国際比較による大学教育の効用に関する調

査研究の方法論とその成果をふり返ってみた。

方法論として，高等教育という制度的文脈の

固有性をいかにくみ取った比較方法論を探究

していくかということが重要な課題であるこ
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とを再認識することができた。また，データ

解析の結果からも文脈性の重要さを理解する

ことができた。年長卒業生が多く集中するプ

ログラムで「アンドラゴジー」の自律的な学

習モードが強調され，若年卒業生が多いプロ

グラムでは「ペダゴジー」の学習が強調され

ている。つまり，それぞれの多数派に相当す

る学生層に焦点をあてた学習モードが提供さ

れ，またそれらの焦点のあてられている卒業

生層にその効用を高く評価されるという共通

的な傾向を読みとることができた。すなわち，

各機関・プログラムではその固有の文脈に沿

ったカリキュラム開発が行われている。高等

教育の効用を把握するには，どの学習者にも

普遍的に通用する学習モードを想定すること

はかえって現実を適切に把握しきれない危険

を有することを示すものである。

≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡≡注
・1 1999 年の欧州 29 カ国の高等教育担当大臣によ

る「ボローニャ宣言」に基づいて，欧州域内での高

等教育の標準化や通用性を高めることが政策的目標

とされた。

・2 EU・欧州委員会の重点的政策科学的研究（FP

6）として，Rolf van der Velden（オランダMaas-

tricht 大学教授）をコーディネーターとして遂行さ

れた。なお，プロジェクト終了後，REFLEX調査

の枠組みを用いた調査研究が東欧諸国等で展開され

ており，調査データの一般公開もされている。詳細

は http://www.fdewb.unimaas.nl/roa/reflex/in

dex.htm。

・3 本稿で分析する日本側統合データには，調査様

式・項目が大きく異なるスウェーデンのデータを含

まない。

・4 たとえばHalsey et al. eds. (1997）の「官僚

制」パラダイムから「柔軟性」パラダイムへの転換

など。

・5 ただし，標準化を志向した分析で多数派的・平

柊的な改革の方向性に焦点をあてれば英国などの少

数派の固有の動きは見えにくくなる。Allen and

van der Velden eds. (2010）では，特異的な傾向

ゆえに欧州的文脈を探究するには攪乱要因とされ日

本データは総合分析から除かれているが，そうした

国々の比較考察には，英国同様に大学教育において

職業への専門性の育成が強調されてこなかった日本

が比較サンプルとして有効となるであろう。

・6 彼の学習モードとしての「ペダゴジー」は，年

長者から年少者への働きかけの方法を前提としてい

るが，成人学習者はそれぞれの経験をもとに固有の

学習レディネスをもつため，固有の学習モード「ア

ンドラゴジー」による学習が適しているとの問題提

起をもとに分析軸を設定した。

・7 なお，「人格の発達」についてはプログラムタ

イプによらず，年長者層ほど高い評価をしており，

別の観点が必要であろう。
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